
平成18年 3月期 個別中間財務諸表の概要 平成 17年 11 月 16 日

 

 
1. 17年 9月中間期の業績(平成 17年 4月 1日～平成 17年 9月 30日) 
(1) 経営成績 (記載金額は百万円未満切捨て表示) 

  売上高 営業利益 経常利益 
 
17年 9月中間期 
16年 9月中間期 

百万円 
3,881 
3,101 

％ 
25.1 
― 

百万円 
29 

△298 

％ 
― 
― 

百万円 
91 

△209 

％ 
― 
― 

17年 3月期 8,522 △0.8 91 ― 222 180.1 
 
  中間(当期)純利益 １株当たり中間(当期)純利益 
 
17年 9月中間期 
16年 9月中間期 

百万円 
139 

△211 

％ 
― 
― 

円 銭 
9 61 

△14 56 
17年 3月期 155 33.7 10 75 
(注) ① 期中平均株式数 
  17年 9月中間期  14,475,278株  16年 9月中間期  14,491,256株  17年 3月期  14,487,278株 
 ② 会計処理の方法の変更 無 
 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(2) 配当状況 

  １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 
17年 9月中間期 
16年 9月中間期 

 
 

円 銭 
― 
― 

円 銭 
― 
― 

17年 3月期  ― 4 00 
(注)  平成17年 9月中間期配当金の内訳 記念配当 －円－銭  特別配当 －円－銭 
 

(3) 財政状態 

  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
17年 9月中間期 
16年 9月中間期 

百万円 
11,066 
10,481 

百万円 
3,559 
2,676 

％ 
32.2 
25.5 

円 銭 
245 94 
184 73 

17年 3月期 10,358 3,165 30.6 218 61 
(注) ① 期末発行済株式数 
  17年 9月中間期  14,471,452株  16年 9月中間期  14,487,923株  17年 3月期  14,478,828株 
 ② 期末自己株式数 
  17年 9月中間期  48,548株  16年 9月中間期  32,077株  17年 3月期  41,172株 
 

2. 18年 3月期の業績予想(平成 17年 4月 1日～平成 18年 3月 31日) 
１株当たり年間配当金   売上高 経常利益 当期純利益 
期 末  

通      期 百万円 
7,800 

百万円 
96 

百万円 
127 

円 銭 
4 00 

円 銭 
4 00 

(参考)  １株当たり予想当期純利益(通期) 8円77銭 
 

 

 

 

 

 

 

上 場 会 社 名 株式会社 東京自働機械製作所 上場取引所 東  
コ ー ド 番 号 6360 本社所在都道府県 東京都  
（ＵＲＬ http://） 
代  表  者 役職名 
問合せ先責任者 役職名 

代表取締役社長 
常務取締役 

氏名 
氏名 

市川 孝  
前田 臣一  

  
ＴＥＬ 

  
03-3866-7171  

決算取締役会開催日 平成 17年 11 月 16 日 中間配当制度の有無 無 
中間配当支払開始日 平成－年－月－日 単元株制度採用の有無 有(１単元 1,000株) 
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１．中間貸借対照表 
（単位：百万円）

当中間会計期間末 

平成17年9月30日現在 

前中間会計期間末 

平成16年9月30日現在 
増減(△減少) 

前事業年度 

平成17年3月31日現在 科 目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 金額 構成比 

（資産の部）        

流 動 資 産 5,723 51.7 5,627 53.7 96 5,372 51.9 

現 金 及 び 預 金 818  1,287  △469 535  

受 取 手 形 501  240  261 596  

売 掛 金 1,415  1,383  31 2,014  

た な 卸 資 産 2,720  2,544  176 2,060  

繰 延 税 金 資 産 117  111  6 112  

そ の 他 流 動 資 産 175  91  84 83  

貸 倒 引 当 金 △24  △30  5 △28  

固 定 資 産 5,342 48.3 4,853 46.3 489 4,986 48.1 

有 形 固 定 資 産 2,381 21.5 2,416 23.1 △35 2,395 23.1 

建 物 ･ 構 築 物 598  630  △31 612  

機 械 及 び 装 置 275  282  △7 281  

車 両 運 搬 具 6  4  1 4  

工 具 器 具 備 品 37  35  1 33  

土 地 1,463  1,463  ― 1,463  

無 形 固 定 資 産 30 0.3 22 0.2 8 22 0.2 

ソ フ ト ウ ェ ア 11  2  8 2  

借 地 権 17  17  ― 17  

そ の 他 2  2  △0 2  

投 資 そ の 他 の 資 産 2,931 26.5 2,414 23.0 516 2,568 24.8 

投 資 有 価 証 券 2,323  1,571  751 1,781  

関 係 会 社 株 式 23  23  ― 23  

関 係 会 社 出 資 金 1  1  ― 1  

従業員に対する長期貸付金 2  2  0 1  

破産・再生・更生債権等 0  0  △0 0  

長 期 前 払 費 用 2  3  △1 2  

差 入 保 証 金 140  146  △5 146  

保 険 積 立 金 433  394  38 418  

繰 延 税 金 資 産 ―  267  △267 188  

そ の 他 投 資 12  12  0 12  

貸 倒 引 当 金 △8  △8  0 △8  

資 産 合 計 11,066 100.0 10,481 100.0 585 10,358 100.0 
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（単位：百万円）

当中間会計期間末 

平成17年 9月30日現在 

前中間会計期間末 

平成16年9月30日現在 
増減(△減少) 

前事業年度 

平成17年3月31日現在 科 目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 金額 構成比 

（負債の部）        

流 動 負 債 5,006 45.2 6,281 59.9 △1,275 4,719 45.5 

支 払 手 形 1,254  1,095  159 1,084  

買 掛 金 504  619  △115 421  

短 期 借 入 金 1,750  2,650  △850 2,400  

未 払 法 人 税 等 12  10  1 24  

前 受 金 1,048  1,517  △469 399  

賞 与 引 当 金 228  230  △2 199  

そ の 他 流 動 負 債 208  158  50 191  

固 定 負 債 2,501 22.6 1,523 14.6 978 2,473 23.9 

社 債 800  ―  800 800  

長 期 借 入 金 150  ―  150 150  

繰 延 税 金 負 債 4  ―  4 ―  

退 職 給 付 引 当 金 1,376  1,339  36 1,326  

役員退職慰 労引当金 61  78  △17 87  

預 り 保 証 金 108  105  3 108  

負 債 合 計 7,507 67.8 7,805 74.5 △297 7,193 69.4 

（資本の部）        

資 本 金 954 8.6 954 9.1 ― 954 9.2 

資 本 剰 余 金 456 4.1 456 4.3 ― 456 4.4 

資 本 準 備 金 456  456  ― 456  

利 益 剰 余 金 1,304 11.8 856 8.2 447 1,223 11.8 

利 益 準 備 金 238  238  ― 238  

任 意 積 立 金 710  710  ― 710  

中間(当期)未処分利益 356  △91  447 274  

その他有価証券評価差額金 853 7.7 414 4.0 438 538 5.2 

自 己 株 式 △9 △0.1 △5 △0.1 △3 △7 △0.0 

資 本 合 計 3,559 32.2 2,676 25.5 882 3,165 30.6 

負 債 及 び 資 本 合 計 11,066 100.0 10,481 100.0 585 10,358 100.0 
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２．中間損益計算書 
（単位：百万円）

当中間会計期間 

自  平成17年4月 1 日 

至  平成17年9月30日 

前中間会計期間 

自  平成16年 4月 1 日 

至  平成16年 9月 30日 

前事業年度の要約損益計算書 

自  平成16年4月 1 日 

至  平成17年3月31日 
科 目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 

           

売 上 高  3,881 100.0  3,101 100.0  8,522 100.0 

売 上 原 価  3,047 78.5  2,541 81.9  6,734 79.0 

売 上 総 利 益  833 21.5  559 18.1  1,788 21.0 

販売費及び一般管理費  804 20.7  857 27.7  1,696 19.9 

営 業 利 益  29 0.8  △298 △9.6  91 1.1 

営 業 外 収 益  130 3.3  153 4.9  265 3.1 

受取利息及び配当金  19   17   21  

賃 貸 料 収 入  94   97   199  

その他の営業外収益  15   38   45  

営 業 外 費 用  68 1.8  65 2.1  134 1.6 

支 払 利 息  24   20   40  

賃貸資産管理費  39   42   74  

貸倒引当金繰入額  ―   0   ―  

その他の営業外費用  4   2   19  

経 常 利 益  91 2.3  △209 △6.8  222 2.6 

特 別 利 益  42 1.1  ― ―  ― ― 

貸倒引当金戻入額  3   ―   ―  

そ の 他  38   ―   ―  

特 別 損 失  16 0.4  35 1.1  104 1.2 

前期損益修正損  ―   0   0  

固定資産除却損  4   0   0  

棚卸資産除却損  12   34   100  

そ の 他  0   ―   3  

税引前中間(当期)純利益  117 3.0  △245 △7.9  118 1.4 

法人税、住民税及び事業税  5   5   10  

法人税等調整額  △27   △39   △47  

中間(当期)純利益  139 3.6  △211 △6.8  155 1.8 

前 期 繰 越 利 益  216   119   119  

中間(当期)未処分利益   356   △91   274  
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（中間財務諸表作成の基本となる事項） 
当中間会計期間 

自  平成 17年 4月 1日 

至  平成 17年 9月30日 

前中間会計期間 

自  平成 16年 4月 1日 

至  平成 16年 9月30日 

前事業年度 

自  平成 16年 4月 1日 

至  平成 17年 3月31日 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券 

子会社株式 

 移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

（２）たな卸資産 

   商品・製品・仕掛品 

    先入先出法による原価法 

   原材料 

    移動平均法による原価法 

   貯蔵品 

    最終仕入原価法 

（１）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

  同 左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     同 左 

 

 

 

 

    時価のないもの 

     同 左 

（２）たな卸資産 

   商品・製品・仕掛品 

    同 左 

   原材料 

    同 左 

   貯蔵品 

同 左 

（１）有価証券 

   子会社株式 

    同 左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

 

    時価のないもの 

     同 左 

（２）たな卸資産 

   商品・製品・仕掛品 

    同 左 

   原材料 

    同 左 

   貯蔵品 

    同 左 

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法（ただし、建物（附属設備を

除く）については定額法）を採用し

ております。 

   なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

   建物      １５～５０年 

   機械装置       １３年 

（２）無形固定資産 

   定額法を採用しております。なお、

自社利用のソフトウェアについて

は、利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。 

（１）有形固定資産 

同 左 

 

 

 

 

 

 

（２）無形固定資産 

同 左 

（１）有形固定資産 

同 左 

 

 

 

 

 

 

（２）無形固定資産 

同 左 

３．繰延資産の処理方法 ３．繰延資産の処理方法 ３．繰延資産の処理方法 

 

       

    

       

社債発行費 

支出時に全額費用として処理して

おります。 

４．引当金の計上基準 ４．引当金の計上基準 ４．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

中間期末現在に有する売上債権等

の貸倒による損失に備えて、一般債

権については、貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

（１）貸倒引当金 

同 左 

 

 

 

 

 

（１）貸倒引当金 

  期末現在に有する売上債権等の貸倒

による損失に備えて、一般債権につ

いては、貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 
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（２）賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に充てるため、

将来の支給見込額のうち当中間会

計期間の負担額を計上しておりま

す。 

（３）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生して

いると認められる額を計上してお

ります。 

   数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしております。 

（４）役員退職慰労引当金 

   役員に対する退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。 

（２）賞与引当金 

    同 左 

 

 

 

（３）退職給付引当金 

    同 左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）役員退職慰労引当金 

    同 左 

 

 

（２）賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に充てるため、

将来の支給見込額のうち当期の

負担額を計上しております。 

 

（３）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

   数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしております。 

 

 

（４）役員退職慰労引当金 

   役員に対する退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

５．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への

換算基準 

５．外貨建の資産又は負債の本邦通貨へ

の換算基準 

５．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への

換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

同 左   外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

６．リース取引の処理方法 ６．リース取引の処理方法 ６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

同 左 同 左 

７．ヘッジ会計の方法 ７．ヘッジ会計の方法 ７．ヘッジ会計の方法 

該当事項はありません。 同 左 同 左 

８．その他中間財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

８．その他中間財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

８．その他財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。 

同 左 同 左 
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（中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 
当中間会計期間 

自  平成 17年 4月 1日 

至  平成 17年 9月30日 

前中間会計期間 

自  平成 16年 4月 1日 

至  平成 16年 9月30日 

前事業年度 

自  平成 16年 4月 1日 

至  平成 17年 3月31日 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会平成１４年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成１５年１０月３１日）を適用してお

ります。これによる損益に与える影響は

ありません。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間末 

平成17年9月30日 

前中間会計期間末 

平成16年9月30日 

前事業年度末 

平成17年3月31日 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

             3,578百万円 

 

２．担保資産及び担保付債務 

  担保に供している資産 

   建物      53( 53)百万円 

   機械装置      11( 11)百万円 

   土地         105(105)百万円 

   投資有価証券 369( －)百万円    

      計   540(170)百万円 

 

  上記に対応する債務 

  短期借入金 1,700(1,700)百万円 

  長期借入金  150(   －)百万円 

    （１年以内返済予定額を含む） 

 

   上記のうち（  ）内書は工場 

  財団根抵当並びに当該債務を示 

  しております。 

 

３．当座貸越契約 

  当社は、運転資金の効率的な調 

達を行うため取引銀行３行と当 

座貸越契約を締結しております。 

これらの契約に基づく当中間会 

計期間末の借入未実行残高は次 

のとおりであります。 

  当座貸越極度額 2,500百万円 

  借入実行残高  1,000百万円  

   差引額    1,500百万円 

 

４．消費税等の取扱い 

  仮払消費税等及び仮受消費税等は 

  相殺し流動資産の「その他」に 

  含めて表示しております。 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

          3,523百万円 

 

２．担保資産及び担保付債務 

  担保に供している資産 

   建物     57( 57)百万円 

   機械装置     11( 11)百万円 

   土地        105(105)百万円 

   投資有価証券 94( －)百万円    

      計  268(174)百万円 

 

  上記に対応する債務 

  短期借入金 2,500(2,500)百万円 

  長期借入金   50(   －)百万円 

  （１年以内返済予定額を含む） 

   

   上記のうち（  ）内書は工場 

  財団根抵当並びに当該債務を示 

  しております。 

 

３．当座貸越契約 

  当社は、運転資金の効率的な調 

達を行うため取引銀行２行と当 

座貸越契約を締結しております。 

これらの契約に基づく当中間会 

計期間末の借入未実行残高は次 

のとおりであります。 

  当座貸越極度額 2,800百万円 

  借入実行残高  1,750百万円  

   差引額    1,050百万円 

 

４．消費税等の取扱い 

同 左 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

          3,548百万円 

 

２．担保資産及び担保付債務 

  担保に供している資産 

   建物      55( 55)百万円 

   機械装置      11( 11)百万円 

   土地         105(105)百万円 

   投資有価証券 276( －)百万円    

      計   448(172)百万円 

 

上記に対応する債務 

  短期借入金 2,400(2,400)百万円 

  長期借入金  150(   －)百万円 

  （１年以内返済予定額を含む） 

 

   上記のうち（  ）内書は工場 

  財団根抵当並びに当該債務を示 

  しております。 

 

３．当座貸越契約 

  当社は、運転資金の効率的な調 

達を行うため取引銀行２行と当 

座貸越契約を締結しております。 

これらの契約に基づく当事業年 

度末の借入未実行残高は次のと 

おりであります。 

  当座貸越極度額 2,800百万円 

  借入実行残高  2,400百万円  

   差引額      400百万円 

 

４．消費税等の取扱い 

       同 左 
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（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 

自 平成17年4月 1 日 

至 平成17年9月30日 

前中間会計期間 

自 平成16年4月 1 日 

至 平成16年9月30日 

前事業年度 

自 平成16年4月 1 日 

至 平成17年3月31日 

１．営業外収益の主要項目 

   受取利息           0百万円 

 受取配当金    19百万円 

 賃貸料収入       94百万円 

  

２．営業外費用の主要項目 

   支払利息     17百万円 

   賃貸資産管理費    39百万円 

   貸倒引当金繰入額  －百万円 

 

３．特別利益の主要項目 

   会社清算分配金    38百万円 

 

４．特別損失の主要項目 

   たな卸資産除却損 12百万円 

 

５．減価償却実施額 

   有形固定資産   43百万円 

   無形固定資産    1百万円 

 

１．営業外収益の主要項目 

   受取利息           0百万円 

 受取配当金    17百万円 

 賃貸料収入       97百万円 

  

２．営業外費用の主要項目 

   支払利息     20百万円 

   賃貸資産管理費    42百万円 

   貸倒引当金繰入額   0百万円 

 

３．特別利益の主要項目 

    ――――――― 

 

４．特別損失の主要項目 

   たな卸資産除却損 34百万円 

 

５．減価償却実施額 

   有形固定資産   41百万円 

   無形固定資産    0百万円 

１．営業外収益の主要項目 

   受取利息           0百万円 

 受取配当金    20百万円 

 賃貸料収入      199百万円 

  

２．営業外費用の主要項目 

   支払利息     37百万円 

   賃貸資産管理費    74百万円 

   貸倒引当金繰入額  －百万円 

 

３．特別利益の主要項目 

    ――――――― 

 

４．特別損失の主要項目 

   たな卸資産除却損 100百万円 

 

５．減価償却実施額 

   有形固定資産   85百万円 

   無形固定資産    1百万円 
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（リース取引関係） 

当中間会計期間 

自 平成17年4月 1 日 

至 平成17年9月30日 

前中間会計期間 

自 平成16年4月 1 日 

至 平成16年9月30日 

前事業年度 

自 平成16年4月 1 日 

至 平成17年3月31日 

リース物件の所有権が借主に移転する 

と認められるもの以外のファイナンス 

・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価 

 償却累計額相当額、減損損失累計額 

相当額及び中間期末残高相当額 

 

 

取得価額 

 

相当額 

減価償却

累計額 

相当額 

中間期末

残高 

相当額 

機械及び 

装置 

百万円 

  47 

百万円 

   39 

百万円 

    8 

車輌及び 

運搬具 

 

   11 

 

    9 

 

    1 

工具器具 

備品 

 

  320 

 

  165 

 

  154 

ソフト 

ウェア 

 

    5 

 

    0 

 

    4 

 

合 計 

 

  384 

 

  215 

 

  169 

②未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

  一年内          77百万円 

  一年超          94百万円 

  合計          171百万円 

③支払リース料、リース資産減損勘定 

の取崩額、減価償却費相当額、支払 

 利息相当額及び減損損失 

 支払リース料        39百万円 

 減価償却費相当額     38百万円 

 支払利息相当額      1百万円 

④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価 

 額を零とする定額法によっておりま 

す。 

⑤利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価 

 額相当額との差額を利息相当額とし、 

 各期への配分方法については、利息 

 法によっております。 

 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失は 

ありません。 

リース物件の所有権が借主に移転する 

と認められるもの以外のファイナンス 

・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価 

 償却累計額相当額及び中間期末残高 

 相当額 

 

 

取得価額 

 

相当額 

減価償却

累計額 

相当額 

中間期末

残高 

相当額 

機械及び 

装置 

百万円 

  47 

百万円 

   32 

百万円 

   15 

車輌及び 

運搬具 

 

   11 

 

    7 

 

    3 

工具器具 

備品 

  

  266 

 

   99 

 

  166 

 

合 計 

 

  325 

 

  139 

 

  185 

 

 

②未経過リース料中間期末残高相当額 

 

  一年内       64百万円 

  一年超       122百万円 

  合計        187百万円 

③支払リース料、減価償却費相当額 

 及び支払利息相当額 

 

 支払リース料      40百万円 

 減価償却費相当額    39百万円 

 支払利息相当額     1百万円 

④減価償却費相当額の算定方法 

              同 左 

 

 

⑤利息相当額の算定方法 

              同 左 

 

 

 

 

 

 

      ────── 

リース物件の所有権が借主に移転する 

と認められるもの以外のファイナンス 

・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価 

 償却累計額相当額及び期末残高相当 

 額 

 

 

取得価額 

 

相当額 

減価償却

累計額 

相当額 

期末 

残高 

相当額 

機械及び 

装置 

百万円 

   47 

百万円 

   35 

百万円 

   11 

車輌及び 

運搬具 

 

   11 

 

    8 

 

    2 

工具器具 

備品 

 

  430 

 

  252 

 

  178 

 

合 計 

 

  489 

 

  296 

 

  193 

 

 

②未経過リース料期末残高相当額 

 

  一年内       75百万円 

  一年超       120百万円 

  合計        195百万円 

③支払リース料、減価償却費相当額 

 及び支払利息相当額 

 

 支払リース料      78百万円 

 減価償却費相当額    75百万円 

 支払利息相当額     2百万円 

④減価償却費相当額の算定方法 

              同 左 

 

 

⑤利息相当額の算定方法 

              同 左 

 

 

 

 

 

 

      ────── 

 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 




